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□財源率について

組合員種別 区　分 掛金率  負担金率

短期給付
短期 4.1800  4.2710

介護 0.9320  0.9320

9.9000 13.86953

短期給付
短期 4.1800  4.2710

介護 0.9320  0.9320

福祉事業 0.1760  0.1760

長期給付

短期給付
短期 －  －

介護 －  －

長期給付 －  －

福祉事業 0.1760  0.1760

短期給付
短期 －  －

介護 －  －

長期給付 －  －

福祉事業 0.1760  0.1760

短期給付
短期 4.0330  4.4180

介護 0.9320  0.9320

長期給付 9.9000 13.86953

福祉事業 0.1760  0.1760

短期給付
短期 4.0330  4.4180

介護 0.9320  0.9320

長期給付 9.9000 13.86953

福祉事業 0.1760  0.1760

長期給付 9.9000 13.86953

福祉事業 －  －

短期給付
短期 －  －

介護 －  －

長期給付 －  －

福祉事業 0.1760  0.1760

（注） １ 掛金は組合員、負担金は地方公共団体（事業主負担分及び公的負担分）の負担となります。

２ 掛金・負担金の額は、組合員の標準報酬月額及び標準期末手当等の額に上記に掲げる率を乗じて算出されます。

なお、標準報酬月額及び標準期末手当等の額は、以下の３のとおり上限額（最高限度額）が定められています。

３ 最高限度額

（１）標準報酬月額

短期給付及び福祉事業 １，３９０，０００円

長期給付 ６５０，０００円

（２）標準期末手当等

短期給付及び福祉事業 ５，７３０，０００円（年度累計）

長期給付 １，５００，０００円（１回の支給につき）

４ 短期給付の介護分の掛金率及び負担金率は、４０歳以上６５歳未満の組合員に適用されます。

５ 短期給付の短期分の負担金率には、育児休業手当金及び介護休業手当金に要する費用分の公的負担金率が含まれています。

６ 長期給付の掛金率及び負担金率のうち、厚生年金分に係る掛金率及び負担金率は、７０歳未満の組合員に適用されます。

なお、長期給付の負担金率には、基礎年金拠出金に係る負担に要する費用及び公務等による障害共済年金等に要する費用分

の公的負担金率が含まれています。

また、このほか長期給付には、追加費用率（標準報酬月額に１.３６％を乗じる率）分があります。


